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研究要旨 

母乳は新生児にとって最適の栄養であり、日本でも推奨されているが、日本での健常

新生児の出生から退院までの栄養法の実態についてこれまで報告はない。また、出生後

に一時的に生理的体重減少が生じることが知られているが、その間の体重減少率をパー

センタイル曲線で表したものは、これまでわが国には存在しなかった。本研究では、厚

生労働省の2010年乳幼児身体発育調査・病院調査結果を用いて、日本の病院における健

常新生児の出生から退院までの栄養法を明らかにするとともに、日本人新生児生理的体

重減少率曲線を初めて作成した。今回作成した曲線が日本の新生児の体重管理に広く使

用されることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

母乳は新生児にとって最適の栄養であり、

WHO は、生後 6 か月間は完全母乳栄養が

推奨している。日本においても、母乳は推奨

されている。一方で、健常新生児の出生から

退院までの栄養法は病院の方針により様々

であり、日本での実態についての報告はこ

れまで存在しない。また、出生後体重は生理

的に減少することが知られており、新生児

生理的体重減少率曲線は、完全母乳栄養を

進める上で、新生児の体重をどこまで許容

できるかという観点から有用なツールと報

告されている１～３）が、日本人の新生児生理

的体重減少率曲線は存在しない。 

 本研究の目的は、①日本の病院における

健常新生児の出生から退院までの栄養法を

明らかにすること、②日本人新生児生理的

体重減少率曲線を作成することである。 

 

Ｂ．方法 

 厚生労働省の 2010 年乳幼児身体発育調

査・病院調査結果の解析を行った。本調査

は、全国 146 の産科を標榜し且つ病床を有

する病院で出生し，9 月 1 日から 30 日の間

に 1 か月健診を受けた児を対象として、出

生後 5-10 日間の身体計測値、栄養法、関連

する情報が記載されている。本調査の特徴

として、調査票に日齢ごとに、栄養法の記載

がある。そのため、日齢ごとに母乳以外（人

工乳または糖水）を飲ませた（完全母乳栄養

から外れた）人数と割合が分かるため、健常

新生児の出生から退院までの栄養法につい

て、日本での実態が明らかに出来ることに

着目した。 

調査対象となった 4774 児から、37-42 週

の児で、出生時体重が 2500g 以上、新生児

期に特記すべき所見がなかった 3302 児を

解析対象として、日齢ごとの完全母乳栄養、

混合栄養の人数と割合を算出した。さらに、

出生から退院まで完全母乳栄養だった経膣

分娩児 701 児、帝王切開児 130 児のデータ

を用いて、LMS 法により、新生児生理的体

重減少率曲線を作成した。 
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Ｃ．結果 

 表 1 に日齢 0 における栄養方法を示す。

出生当日に、体重減少に関係なく 39.2%の

児がすでに完全母乳栄養では無くなってい

た。 

 表 2 に各日齢における栄養方法を示す。

日齢 1 で混合栄養になる児の平均体重減少

率は-3.8%だが、すでに全体の 64.8%が日齢

1 までに混合栄養になっていた。また、日齢

3，4 に混合栄養になる児の体重減少率は平

均-8.5%でプラトーになっていた。 

 表 3 に各日齢における栄養方法を経膣分

娩と帝王分娩に分けて示す。帝王切開の児

の方が、各日齢での体重減少率の平均が大

きく、標準偏差もやや大きいことが示され

た。さらに、日齢 1 まで混合栄養になって

いる割合は、経膣分娩が 63.2%に対して帝

王切開では 70.8%と帝王切開の方が大きい

ことも判明した。 

 退院時まで、完全母乳栄養になる因子に

ついて、ロジスティック回帰分析を行った

（表 4）。すると、最もオッズ比が高かった

のは施設差で、200 倍以上であった。施設の

方針の影響が完全母乳栄養に大きく影響し

ていることが示唆された。さらに、経産かど

うか、経膣か帝切かどうか、日齢 3 の体重

減少率が有意に関連していた。出生後、完全

母乳栄養を継続する基準として病院の方針

により決定可能な体重減少率は臨床上重要

であると考えられた。 

 図に日本人新生児生理的体重減少率曲線

を示す。なお、生データにおいて体重減少率

が-10%を下回っていたのは、経膣分娩で

7.3%、帝王切開で 11.5%であった。 

 

Ｄ．考察 

 今回の検討で、日齢 1 までに混合栄養に

なる児の割合は 64.8％であること、退院時

に完全母乳栄養であるかどうかは施設間で

200 倍以上の差があることから、日本では

新生児に糖水や人工乳を与えるのは病院の

方針の影響が大きいことが示唆された。 

 体重減少率は、退院時の完全母乳栄養に

統計学的に有意に関連したことや、混合栄

養になる児の体重減少率が、-8.6％でプラト

ーに達することから、新生児生理的体重減

量率を目安に新生児に糖水や人工乳を与え

ている施設が多いことが示唆された。 

 アメリカの経膣分娩での曲線(1)と今回作

成した曲線を比較すると、アメリカの方の

減量率が大きいことが判明した。ただし、注

意が必要なのは、アメリカの曲線は北カリ

フォルニアの 14 個の母乳を推進している

病院の様々な人種を含む新生児が混合栄養

になるまでの完全母乳栄養であったデータ

を全て用いて作成しているのに対し、本研

究では日本全国様々な方針の 146 病院で退

院時に完全母乳栄養であった健常児のデー

タから作成しているということが挙げられ

る。アメリカの曲線作成のために使用され

たデータは、母乳栄養のみで新生児を診療

することに熟練した病院で、可能な限り母

乳栄養で診療した新生児の体重減少率であ

るため、減少率が大きくなるのは当然であ

る。一方で日本の全ての病院が、アメリカの

病院と同様の診療をしているわけではない。

そのため、より日本の実情にあった新生児

生理的体重減少率曲線であると考えられた。

また、今回は 2010 年度のデータを用いて曲

線を作成したが、その他の調査年で作成し

た場合に、年代差が生じるかが存在するか

どうかは今後の検討が待たれる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究は、日本の病院における健常新生

児の出生から退院までの栄養法を明らかに
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し、日本人新生児生理的体重減少率曲線を

作成した。今回作成した曲線が、出生後 1 週

間の栄養管理において病的な体重減少を予

防するために、日本の新生児の体重管理に

広く使用されることが期待される。 
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表 1：日齢 0 での栄養方法 

 

 

 

表 2：各日齢での栄養方法 

 

*混合栄養の欄の体重減少率は、その日に混合栄養になった人の平均 

 

 

表 3：各日齢での栄養方法（経膣分娩、帝王切開別） 

 

*混合栄養の欄の体重減少率は、その日に混合栄養になった人の平均 
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表 4：退院時まで、完全母乳栄養になる因子についてのロジスティック回帰分析 

 

＊施設は退院時の完全母乳で退院した新生児の割合で、（1）0-10%（86 施設）、（2）10-50%

（31 施設）、（３）50-100%（28 施設）の 3 つに分類した 

 

 

 

図：日本人新生児生理的体重減少率曲線 

＊出生から退院まで完全母乳栄養だった児のデータを用いて作成した。 
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